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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次

国際会計基準

第８期
第２四半期
連結累計期間

第９期
第２四半期
連結累計期間

第８期

会計期間
自2020年４月１日
至2020年９月30日

自2021年４月１日
至2021年９月30日

自2020年４月１日
至2021年３月31日

売上収益
（百万円）

137,710 166,051 306,071

（第２四半期連結会計期間） (75,097) (85,142)  

税引前四半期利益又は税引前利益 （百万円） 2,626 20,148 22,788

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）利益 （百万円）
2,491 14,992 16,906

（第２四半期連結会計期間） (4,157) (4,607)  

親会社の所有者に帰属する四半期

（当期）包括利益
（百万円） 1,728 15,173 26,239

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 72,069 123,506 107,018

総資産額 （百万円） 517,427 569,204 569,347

基本的１株当たり四半期（当期）

利益 （円）
21.96 129.06 149.07

（第２四半期連結会計期間） (36.65) (39.67)  

希薄化後１株当たり四半期（当

期）利益
（円） 21.31 125.01 143.93

親会社所有者帰属持分比率 （％） 13.9 21.7 18.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 12,594 20,254 47,850

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △9,384 △6,821 △16,314

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △16,016 △14,759 △20,395

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 34,410 59,601 60,762

（注）１．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS」という。）に基づき作成された要約四半期連結財務諸表及び連結

財務諸表に基づいております。

２．要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

３．第９期第２四半期連結累計期間において、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定を行っており、第８期

　　の関連する主要な経営指標等について遡及修正しております。

 

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、診断・ライフサイエンスセグメントにおいて、病理診断プロセスにおけるデジタル病理

事業分野の強化のため、当社の関係会社は関連会社が２社増加しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新規上場申請のための有価証券届出書に記載した事業等のリスクについて、

重要な変更があった事項は次のとおりです。

　なお、以下の見出しに付された項目番号は、新規上場申請のための有価証券届出書における「第二部　企業情報　

第2　事業の状況　２．事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

 

(32）ファンド株主（KKR PHC Investment L.P.）との関係について

　当社は、グローバルな投資会社であるKohlberg Kravis Roberts & Co. L.P.のプライベート・エクイティ・ファン

ドであるKKR PHC Investment L.P.から出資を受けており、2021年９月末時点で総株主の議決権数の48.04％を所有す

る大株主であり、親会社に該当しておりましたが、2021年10月14日付で当社普通株式の東京証券取引所市場第一部へ

の新規上場に伴う公募による新株式の発行、株主の株式売出し及びオーバーアロットメントによる売出しのための当

社普通株式の貸出しにより、所有する議決権数の割合が37.09％に減少することを受けて、親会社からその他関係会

社に変更となります。

　また、当社とKohlberg Kravis Roberts & Co L.P.を含む株主等４社との間でコンサルティング契約を締結し、ア

ドバイザリー・フィーとして、株主等４社に対して合計で年間450百万円の支払いを行っておりましたが、2021年９

月に契約を終了いたしました。なお、同契約を終了し、かつ一定の条件を満たした場合においては、契約上定められ

た金額を一括で支払うこととなっており、合計1,482百万円をパナソニック株式会社以外の株主等３社へ支払いが完

了しています。

 

(33）大株主（三井物産株式会社）との関係について

　当社は、三井物産株式会社より出資を受け入れており、2021年９月末時点において、三井物産株式会社は総株主の

議決権数の21.17％を所有しており、その他の関係会社に該当いたしますが、2021年10月14日付で当社普通株式の東

京証券取引所市場第一部への新規上場に伴う公募による新株式の発行、株主の株式売出し及びオーバーアロットメン

トによる売出しのための当社普通株式の貸出しにより、所有する議決権数の割合が17.12％に減少したことを受け

て、その他の関係会社に該当しない株主へ変更となります。

 

(35）大株主（パナソニック株式会社）との関係について

　当社は、パナソニック株式会社より出資を受け入れており、2021年９月末時点において、パナソニック株式会社は

総株主の議決権数の11.33％を所有しておりますが、2021年10月14日付で、当社普通株式の東京証券取引所市場第一

部への新規上場に伴う公募による新株式の発行、株主の株式売出しにより、所有する議決権数の割合が9.18％に減少

いたします。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績に関する説明

　当第２四半期連結累計期間（以下、「当期」）は、日本では新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言

が継続されるも、世界的には先進国を中心にワクチン接種が一段と進み、ロックダウンなどの規制も解除され、急

速に経済活動が回復にむかったことで、病院における通常の診察や検査が回復し、制約がある中で営業活動を活発

化してまいりました。加えて、各国が新型コロナウイルスのワクチン接種を推進したため、ワクチンの保存・流通

網整備のための超低温フリーザーへの強い需要が継続し、特に欧米での製薬企業の大型案件を多数受注したほか、

日本におけるＰＣＲ検査の需要も継続したことから、新型コロナウイルス感染症拡大により深刻な影響を受けた前

第２四半期連結累計期間と比較して業績は大きく回復しました。

　当期における当社グループの売上収益は、166,051百万円（前年同期比20.6％増）となりました。前述のコロナ

ウイルスのワクチン接種およびＰＣＲ検査の状況の好影響を受けたヘルスケアソリューション、並びに、超低温フ

リーザーへの強い需要の継続や病院での通常診察回復の好影響を受けた診断・ライフサイエンスで大幅な増収があ

りました。営業利益は、増収の好影響があった一方で販売関連費用の増加や糖尿病マネジメントの事業構造改革関

連費用2,958百万円の計上があり、13,541百万円（前年同期比107.3％増)となりました。調整後EBITDAは36,907百

万円（前年同期比56.3％増）となりました。主な当該調整項目には減価償却費（加算15,656百万円）、一時的な事

業構造改革関連費用（同3,990百万円）、一時的な役職員報酬（同1,833百万円）、一時的な契約解除等に係る費用

（同1,482百万円）、一時的な資産の処分等収益（減算1,295百万円）がありました。税引前四半期利益は20,148百

万円（前年同期比667.1％増）となりました。この増加は主に、当社が非支配持分を有する上場会社である

Senseonics社への転換権付貸付金に対する公正価値評価の影響によるものです。親会社の所有者に帰属する四半期

利益は14,992百万円（前年同期比501.9%増）となりました。この増加は主に税引前四半期利益の増加によるもので

す。当期の実際負担税率は25.2％でした。調整後親会社の所有者に帰属する四半期利益は19,842百万円（前年同期
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比148.6%増）となりました。当該調整項目には、上記調整後EBITDAに反映した調整項目のほか、M&A関連収益・費

用（償却資産)（加算5,865百万円）、転換権付貸付金時価評価収益・費用（減算5,751百万円）がありました。

 

（単位：百万円）

 前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間

増減

売上収益 137,710 166,051 20.6%

営業利益 6,533 13,541 107.3%

EBITDA 23,178 29,114 25.6%

調整後EBITDA 23,621 36,907 56.3%

税引前四半期利益 2,626 20,148 667.1%

四半期利益 2,459 15,070 512.7%

親会社の所有者に帰属する四半期利益 2,491 14,992 501.9%

調整後親会社の所有者に帰属する四半期利益 7,983 19,722 147.1%

米ドル平均レート 106.86 109.77 2.91円

ユーロ平均レート 121.24 130.81 9.57円

 

（EBITDA及び調整後EBITDAの算出表）

（単位：百万円）

 
前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間
増減

営業利益 6,533 13,541 107.3%

＋ 減価償却費 15,030 15,656 4.2%

＋ 減損損失（有価証券等を除く） 1,615 △83 -

EBITDA 23,178 29,114 25.6%

（調整額）    

＋ 一時的なM&A関連収益・費用 2,093 521 △75.1%

＋ 一時的な事業構造改革関連収益・費用 1,882 3,990 112.0%

＋ 一時的な資産の処分等収益・費用 260 △1,066 -

＋ 一時的な契約解除等に係る収益・費用 △4,257 1,482 -

＋ 一時的な役職員報酬 - 1,658 -

＋ 一時的なその他の収益・費用 465 1,208 159.8%

調整後EBITDA 23,621 36,907 56.3%

（注）EBITDA及び調整後EBITDAを以下の算式により算出しております。

EBITDA ＝ 営業利益 ＋ 減価償却費 ＋ 減損損失（有価証券等を除く）

調整後EBITDA ＝ EBITDA ＋ 一時的な収益・費用
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（親会社の所有者に帰属する四半期利益及び調整後親会社の所有者に帰属する四半期利益の算出表）

（単位：百万円）

 
前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間
増減

親会社の所有者に帰属する四半期利益 2,491 14,992 501.9%

（調整額）    

＋ 一時的なM&A関連収益・費用 2,093 521 △75.1%

＋ 一時的な事業構造改革関連収益・費用 1,882 3,897 107.1%

＋ 一時的な資産の処分等収益・費用 260 △3,099 -

＋ 一時的な契約解除等に係る収益・費用 △4,257 1,482 -

＋ 一時的な役職員報酬 - 1,658 -

＋ 一時的なその他の収益・費用 466 1,208 159.2%

＋ M&A関連収益・費用（償却資産) 5,424 5,865 8.1%

＋ 減損損失（有価証券等を除く） 1,615 - -

＋ 転換権付貸付金時価評価収益・費用 - △5,751 -

＋ 法人税見合い調整額 △1,990 △1,050 -

調整後親会社の所有者に帰属する

四半期利益
7,983 19,722 147.1%

（注）調整後親会社の所有者に帰属する四半期利益を以下の算式により算出しております。

調整後親会社の所有者に帰属する四半期利益

 ＝ 親会社の所有者に帰属する四半期利益 ＋ 一時的な収益・費用 ＋ M&A関連収益・費用（償却資

産)　 ＋ 減損損失（有価証券除く） ＋ 転換権付貸付金時価評価収益・費用 ＋ 法人税見合い調整額

 

 

①セグメント別の状況

糖尿病マネジメント

（単位：百万円）

 前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間

増減

売上収益 52,111 53,734 3.1%

営業利益 13,078 10,494 △19.8%

EBITDA 21,475 17,297 △19.5%

調整後EBITDA 17,791 19,552 9.9%

 

 

＜売上収益の状況＞

　当期の糖尿病マネジメントの売上収益は、53,734百万円（前年同期比3.1％増）となりました。血糖値測定シス

テム（BGM）事業では、前年同期に新型コロナウイルス感染症の影響により販売が軟調であったロシア・中国・イ

ンドでの大幅な増収がありましたが、米国およびドイツでの大幅な減収がありました。2021年４月から世界初の

埋め込み型CGM製品Eversense（Senseonics社製）の独占販売を米国と欧州８か国にて開始しました。当該製品の

米国での販売が計画を下回りましたが欧州での販売は計画を上回り、当事業は当期の売上収益計画を達成しまし

た。迅速検体検査（POCT）や電動式成長ホルモン製剤注入器（グロウジェクターL）等のOEM売上収益は、前年同

期に比べ減少しました。

 

＜営業利益・調整後EBITDAの状況＞

　当期の糖尿病マネジメントの営業利益は、10,494百万円（前年同期比19.8％減）となりました。一時的な収益・

費用として、当期にはBGM事業の営業体制見直しのための事業構造改革関連費用2,958百万円が、前年同期には販売

協業先からの和解金収入4,257百万円がありました。

一時収益・費用の影響等を除いた調整後EBITDAは、19,552百万円（前年同期比9.9％増）となりました。主な当該

調整項目には、営業利益に影響した上述の事項、並びに、減価償却費（当期6,797百万円、前年同期6,782百万円を

それぞれ加算）がありました。
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ヘルスケアソリューション

（単位：百万円）

 前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間

増減

売上収益 51,843 66,869 29.0%

営業利益又は損失 △629 8,825 -

EBITDA 4,393 14,040 219.6%

調整後EBITDA 5,870 14,347 144.4%

 

＜売上収益の状況＞

当期のヘルスケアソリューションの売上収益は、66,869百万円（前年同期比29.0％増）となりました。LSIM事業の

売上収益は、50,415百万円（前年同期比30.2％増）、メディコム事業の売上収益は、16,454百万円（前年同期比

25.5％増）となりました。LSIM事業では、当期後半において検体数が回復基調にあり、また、新型コロナウイルス

感染症PCR検査受託拡大ならびに新型コロナウイルス関連試薬の拡販により、大幅な増収となりました。メディコ

ム事業では、前年同期における新型コロナウイルス感染症拡大を受けた営業活動の自粛からの回復の好影響があ

り、大幅な増収となりました。厚生労働省による10月のオンライン資格確認本格稼働を受けた診療所用カルテ医事

システム「Medicom-HRfシリーズ」のオンライン資格確認システムとのセットでの提案販売、５月に発売した

「Medicom-HRf core for MCX」による旧機種からの切替えの促進、調剤システム「PharnesVシリーズ」の大手

チェーン薬局向けの販売が好調に推移しました。

 

＜営業利益・調整後EBITDAの状況＞

　当期のヘルスケアソリューションの営業利益は8,825百万円（前年同期は629百万円の損失）と大幅な損益改善と

なりました。これは主に大幅な増収の影響によるものです。調整後EBITDAは、14,347百万円（前年同期比144.4％

増）となりました 。主な当該調整項目には、一時的な事業構造改革関連収益・費用（当期149百万円、前年同期

1,360百万円をそれぞれ加算）、減価償却費（当期5,215百万円、前年同期5,022百万円をそれぞれ加算）がありま

した。

 

 

診断・ライフサイエンス

（単位：百万円）

 前第２四半期

連結累計期間

当第２四半期

連結累計期間

増減

売上収益 33,207 44,037 32.6%

営業利益又は損失 △133 3,004 -

EBITDA 2,721 6,241 129.4%

調整後EBITDA 4,905 8,023 63.6%

 

＜売上収益の状況＞

当期の診断・ライフサイエンスの売上収益は、44,037百万円（前年同期比32.6％増）となりました。病理事業の売

上収益は、19,180百万円（前年同期比23.0％増）、バイオメディカ事業の売上収益は、24,857百万円（前年同期比

41.1％増）となりました。病理事業の大幅な増収は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により手控えられてい

た病院での通常の診察が回復したことにより、機器、消耗品の全商品カテゴリーで販売が伸長したためです。当該

事業の地域別売上収益において北米（前年同期比26.5％の増）ならびに中国に牽引されたアジア太平洋地域（同

19.6％の増）で大幅な増収がありました。バイオメディカ事業の大幅な増収は、新型コロナウイルス感染症の影響

により停滞していた研究活動が特に米州地域において回復傾向にあり、加えてmRNAワクチン保存用の超低温フリー

ザーの需要が継続したことによります。東南アジア太平洋州地域において、2020年７月にシンガポールの販売会社

SciMedを連結子会社化したことによる他メーカーの買入商品販売の追加、および各国のワクチン保存需要の確実な

獲得による大幅な増収がありました。一方で、調剤支援機器・その他の事業は、主に日本の市場回復の遅れにより

減収となりました。

 

＜営業利益・調整後EBITDAの状況＞

当期の診断・ライフサイエンスの営業利益は、3,004百万円（前年同期は133百万円の損失）の大幅な損益改善とな

りました。これは主に大幅な増収の影響によるもので、原材料費および販売活動の活性化に伴う一般販売管理費の

増加を大幅に上回りました。調整後EBITDAは、8,023百万円（前年同期比63.6％増）となりました 。主な当該調整
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項目には、一時的な事業構造改革関連収益・費用（当期809百万円を加算）、一時的なM&A関連収益・費用（前年同

期1,788百万円を加算）、減価償却費（当期3,327百万円、前年同期2,854百万円をそれぞれ加算）がありました。
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（２）財政状態に関する説明

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比べて143百万円減少し、569,204百万円となりま

した。前連結会計年度末よりさらに公正価値が上がったことにより、Senseonics Holdings, Inc.に対する株式転換

権付貸付金（純損益を通じて公正価値で測定する金融資産）の評価益を認識したことを主要因としてその他の金融資

産が6,299百万円増加した一方、前連結会計年度と同様に、過去の買収により発生した無形資産の償却が進み無形資

産が6,548百万円減少したこと等によるものであります。

　負債合計は、前連結会計年度末と比べて16,650百万円減少し、445,136百万円となりました。この主な要因は、

2021年６月末に実行した長期借入金の借換等により借入金が11,707百万円減少したことによるものであります。

　資本合計は、前連結会計年度末と比べて16,506百万円増加し、124,067百万円となりました。この主な要因は、四

半期利益等により利益剰余金が15,392百万円増加したことによるものであります。また、親会社所有者帰属持分比率

は前連結会計年度末の18.8％から2.9ポイント増加して21.7％となりました。

 

（３）キャッシュ・フローに関する説明

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ、1,160百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末には59,601百万円となりました。

 

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、20,254百万円（前年同期比7,660百万円増）となりました。税引前四半期利益の

増加は17,522百万円であり、これは新型コロナウイルス感染症拡大による深刻な影響から業績が回復したものであ

り、また加えて純損益を通じて公正価値で測定する金融資産の評価益が前年同期比7,759百万円増加したものであり

ます。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は6,821百万円であり、前年同期は9,384百万円でした。経常的な設備投資を主とした

固定資産の取得による支出が前年同期比480百万円増の6,685百万円となりました。またその他の主な増減要因は、投

資の売却及び償還による収入が2,008百万円となったことや、貸付けによる支出が前年同期比3,108百万円減少したた

めであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、14,759百万円のマイナスであり、前年同期は16,016百万円のマイナスでし

た。この主な要因は、長期借入金の返済・借換収入純額が前年同期12,868百万円から11,334百万円に減少したためで

あります。長期借入金の借換による収入および長期借入金の返済による支出の総額は、それぞれ311,348百万円、

322,683百万円であり、これらはより良い条件を目的とした借換（リファイナンス）によるものであります。

 

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の総額は、5,144百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因

　当第２四半期連結累計期間において、新たな経営成績に重要な影響を与える要因、または、新規上場のための有価

証券届出書に記載した経営成績に重要な影響を与える要因についての重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、解約した重要な契約は次のとおりであります。

 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約類型 契約内容 契約解除日

当社

パナソニック株式会社、

Kohlberg Kravis Roberts

& Co L.P.、三井物産株式

会社、株式会社生命科学

インスティテュート

日本

米国

コンサルティ

ング契約

アドバイザリー・フィーとして

年間総額450百万円を支払う契

約を、その定めに基づき2021年

９月７日付で解除した。これに

伴い、Kohlberg Kravis

Roberts & Co L.P.、三井物産

株式会社及び株式会社生命科学

インスティテュートに対して、

1,482百万円の契約解除料を支

払った。

2021年9月7日
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 460,000,000

計 460,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
　（2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 116,363,315 122,975,015

 

東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式

であります。

なお、単元株式数は

100株であります。

計 116,363,315 122,975,015 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、2021年11月1日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれていません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

第２回Ｈ種新株予約権

決議年月日 2021年６月30日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社執行役員及び当社子会社取締役　３

新株予約権の数（個）※ 58,000

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（個）※
普通株式　58,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １

新株予約権の行使期間　※ 自　2021年７月２日　至　2031年７月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　１

資本組入額　0.5

新株予約権の行使の条件　※ （注）１、２

新株予約権の譲渡に関する事項　※
譲渡による本新株予約権の取得について、当社取締

役会の決議による承認を要する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項　※
（注）３

　※　新株予約権証券の発行時（2021年７月１日）における内容を記載しております。

　（注）１　本新株予約権の行使の条件

①　本新株予約権は次に定めるいずれかの場合に限り行使することができる。

（ⅰ）普通株式が日本国内の金融商品取引所又は日本国外の証券取引市場に上場した後、当社が四半期

決算又は期末決算を発表した場合

（ⅱ）本上場前に、(a)KKR PHC Investment L.P.並びにその親会社、子会社、関連会社及びKKR & Co.

Inc.が直接若しくは間接に支配する事業体（当社を除く。総称して「本支配株主関連者」とい

い、本支配株主と本支配株主関連者を総称して「本支配株主等」という。）が保有する当社の株

式の合計数に係る議決権の数の当社の総株主の議決権の数に対する比率（以下、「支配権比率」

という。）が20％以下になるような、第三者（本支配株主等を除く。なお、疑義を避けるために

付言すると、当該第三者には当社を含む。以下同じ。）に対する当社の株式の譲渡（なお、疑義

を避けるために付言すると、当該譲渡を行う直前時点における本支配株主等の支配権比率が20％

以下である場合を含む。）を行おうとする場合、又は、(b)本支配株主が保有する当社の株式に

係る担保権が実行（法定の手続によるもののほか、法定の手続によらない任意売却又は代物弁済

による実行を含む。）されることにより、当該株式が第三者に譲渡される場合

（ⅲ）本新株予約権者が、正当な事由により、当社又は当社の子会社の役員又は従業員のいずれでもな

くなった場合（本新株予約権者が死亡したことによりこれらの地位を失った場合を含み、当社等

の役員又は従業員のいずれでもなくなることを、以下、「退任・退職」という。）。なお、「正

当な事由」とは、本新株予約権者について、(a)死亡又は病気等により職務執行が著しく困難又

は不可能となること、(b)当社等における本新株予約権者の報酬又は職務若しくは役割が著しく

減少すること、(c)当社等の社内規則に定める定年に達したことにより退任・退職（当社等の社

内規則に定める役員の定年に達したことを斟酌し、任期満了により役員を退任することに伴う退

任・退職を含む。）すること、(d)その他当社の取締役会がこれらに準じる事由であると合理的

に認める事由をいう。

②　上記①にかかわらず、本新株予約権者は、以下の事由が生じた場合には、本新株予約権を行使する

ことができない。但し、当社の取締役会において、本新株予約権の行使を認めるべき合理的な理由

があるものとして、別途の決議を行った場合にはこの限りでない。

（ⅰ）本新株予約権者が、正当な事由により退任・退職した場合であって、(a)退任・退職の日の翌営

業日、(b)本新株予約権者に対し、本新株予約権者が保有する本新株予約権若しくは当該本新株

予約権の目的である普通株式について、金融商品取引所若しくは日本国外の証券取引市場の規則

に基づく継続保有義務（本新株予約権を行使しない義務を含む。以下同じ。）が課される場合

に、当該継続保有義務が解除された日、又は(c)(ア)本新株予約権者に対し、本新株予約権者が

保有する本新株予約権若しくは当該本新株予約権の目的である普通株式について、当社が普通株

式を金融商品取引所若しくは日本国外の証券取引市場に上場させるに当たって主幹事証券会社と

協議の上合理的に決定された継続保有義務が課される場合、若しくは、(イ)本新株予約権の行使

が、当会社が主幹事証券会社と協議の上合理的に決定された当会社の義務に反することとなる場

合に、(ア)若しくは(イ)の義務のいずれもが解除された日のうち、最も遅い日から、60日を経過
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した場合。なお、(a)の日において、(b)の義務が存在しない場合には、(b)の日は(a)の日と同じ

日とみなし、(a)の日において、(c)の義務のいずれもが存在しない場合には、(c)の日は(a)の日

と同じ日とみなす。但し、(ⅱ)に定める場合を除く。

（ⅱ）割当日の属する事業年度の翌事業年度の末日までに、本上場に係る上場申請が行われなかった場

合、かつ、本新株予約権者が、正当な事由により退任・退職した場合であって、(a)退任・退職

の日の翌営業日、又は(b)割当日の属する事業年度の翌事業年度の末日のうち、遅い日から60日

を経過した場合

（ⅲ）本新株予約権者が、正当な事由以外の事由により、退任・退職した場合

（ⅳ）本新株予約権者が、破産手続、民事再生手続、特別清算又は会社更生手続の開始の申立を受け又

は自らこれを申し立てた場合

（ⅴ）本新株予約権者が、本新株予約権者、当社及び本支配株主の間で締結する本新株予約権の割当契

約の定めに違反した場合

（ⅵ）本新株予約権者が、本新株予約権者に適用ある当社等の社内規程（職務規程を含むがこれに限ら

れない。）に違反した場合その他の当社の取締役会が認める非違行為があった場合

③　一個の本新株予約権の一部を行使することはできない。

　（注）２　ベスティング条項

①　本契約において、本新株予約権の「ベスティング」とは、本条に定める条件が成就して、当該本新

株予約権を行使することができる権利が権利者に付与されることをいう。但し、疑義を避けるた

め、発行会社及び権利者は、当該本新株予約権の全部又は一部につきベスティングされた場合で

あっても、本契約及び要項に定める当該本新株予約権の行使の条件を充足し、かつ、当該本新株予

約権を行使することができる期間中でない限り、当該ベスティングされた当該本新株予約権を行使

することはできないことを確認する。

②　権利者に発行する本新株予約権は、以下の図表記載の各権利確定日において、権利者が発行会社又

は発行会社の子会社（以下、総称して「発行会社等」という。）の役員又は従業員として在籍して

いることを条件として、以下の図表記載の割合で３回ベスティングされる。

図表　本新株予約権ベスティングスケジュール

権利確定日 2021年７月１日 2022年３月31日 2023年３月31日

ベスティング回数 １回目 ２回目 ３回目

ベスティング割合 ３分の１ ３分の１ ３分の１

ベスティングされる本新株予約権（以下、ベスティングされた本新株予約権を「ベスティング済み

本新株予約権」、権利者がある時点で保有するベスティング済み本新株予約権を「保有ベスティン

グ済み本新株予約権」、権利者がある時点で保有するベスティングされていない本新株予約権を

「保有未ベスティング本新株予約権」、権利者がある時点までに行使したベスティング済み本新株

予約権を「行使済み本新株予約権」、ある時点までに本新株予約権契約書にて定義される放棄及び

取得条項に従って無償取得された本新株予約権を「無償取得済み本新株予約権」という。）の数に

ついては、発行数にベスティング割合を乗じて算出するものとする。

③　本新株予約権ベスティングの規定にかかわらず、本支配株主全部譲渡が行われる場合には、本新株

予約権は全てベスティングされるものとする。但し、本支配株主全部譲渡が行われる場合に、本新

株予約権に定める本支配株主全部譲渡等の手続きに従いなされた支配権移転等通知（同項において

定義する。以下同じ。）に係る本支配株主全部譲渡が結果的に行われなかった場合は、本項に基づ

くベスティングは遡って無効となるものとする。

④　本新株予約権ベスティングの規定及び本支配株主全部譲渡の規定にかかわらず、権利者が、いかな

る理由による場合であるかを問わず、発行会社等の役員又は従業員のいずれでもなくなった場合

（権利者が死亡したことによりこれらの地位を失った場合を含み、発行会社等の役員又は従業員の

いずれでもなくなることを、以下「退任・退職」という。）、当該時点以降のベスティング割合は

０％とする。

⑤　新株予約権にて定めるベスティング要件及び本新株予約権に定める「退任・退職」に関する規定に

かかわらず、発行会社の取締役会が、(ⅰ)ベスティングされる本新株予約権の数、及び(ⅱ)ベス

ティングされる日を特定した上で、ベスティングを行う旨の決議を行った場合には、(ⅰ)の数の本

新株予約権は、(ⅱ)の日に、ベスティングされるものとする。
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　（注）３　合併、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付及びその条件

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当

社が分割会社となる場合に限る。）、又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社と

なる場合に限る。）（以上を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、

組織再編成行為の効力発生の直前時点において残存する本新株予約権の新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会

社」という。）の次の各号に定める内容の新株予約権（以下、「承継新株予約権」という。）を交付

する。但し、以下の条件に合致する再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限る

ものとする。

①　承継新株予約権の数

本新株予約権に代えて交付する承継新株予約権の数は、本新株予約権１個につき１個とする。

②　承継新株予約権の目的たる株式の種類及び数

（ⅰ）承継新株予約権の目的たる株式の種類は、再編対象会社の普通株式とする。

（ⅱ）承継新株予約権の目的たる株式の数は、組織再編成行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の発

行総数に定める株式数（調整がなされた場合には調整後の株式の数）につき合理的な調整がなさ

れた数とする。但し、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てる。

③　承継新株予約権の行使に際して出資する財産の価額

承継新株予約権の行使に際して出資する財産の価額は、承継新株予約権の行使により再編対象会社

の普通株式を交付する場合における普通株式１株当たりの価額（以下、「再編後行使価額」とい

う。）に、上記②に従って決定される承継新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じ

て得られる金額とする。承継新株予約権の再編後行使価額は、１円とする。

④　承継新株予約権を行使することができる期間（行使期間）

本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか

遅い日から、本新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

⑤　承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項に準じて決定する。

⑥　譲渡による承継新株予約権の取得の制限

譲渡による承継新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する

ものとする。

⑦　承継新株予約権の行使の条件及び取得条項

承継新株予約権の行使の条件及び取得条項については、以下の通り。

取得条項(1)

当社は、当社取締役会が定める日において、無償で、本新株予約権者の保有する本新株予約権の

全部又は一部を取得することができる。なお、本新株予約権の一部を取得する場合には、当社の

取締役会決議によりその取得する本新株予約権を定めるものとする。

取得条項(2)

当社は、当社取締役会が定める日において、当該日における公正な価格で、本新株予約権者の保

有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができる。なお、本新株予約権の一部を取得

する場合には、当社の取締役会決議によりその取得する本新株予約権を定めるものとする。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2021年９月７日

（注）１

普通株式

1,532,231

普通株式

116,363,315

甲種種類株式

2,119,141

－ 36,409 － 6,451

2021年９月７日

（注）２

甲種種類株式

△2,119,141

普通株式

116,363,315
－ 36,409 － 6,451

注）１．当社は、2021年７月27日開催の取締役会決議に基づき当社による取得請求権の行使により、2021年９月７日付

で甲種種類株式をすべて自己株式として取得し、対価として普通株式を交付しております。

２．当社が取得した甲種種類株式について、2021年７月27日開催の取締役会決議により、2021年９月７日付で会社

法第178条に基づきすべて消却しております。

３. 2021年10月１日から2021年10月31日までの間に、公募による募集株式発行により、発行済み株式数が

6,611,700株、資本金及び資本準備金がそれぞれ103億1425万2千円増加しています。

 

（５）【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

KKR PHC Investment L.P.

ケイマン諸島、KY1-1104、グランドケイ

マン、ユーグランド・ハウス、私書箱第

309

55,804 48.04

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 24,594 21.17

株式会社生命科学インスティテュー

ト
東京都千代田区内神田一丁目13番４号 15,348 13.21

パナソニック株式会社 大阪府門真市大字門真1006番地 13,158 11.33

LCA 3 Moonshot LP

ケイマン諸島、グランドケイマンKY1-

1108、私書箱第1348

カマナ・ベイ、ソラリスアベニュー94

マウラント・ガバナンス・サービス（ケ

イマン）

5,714 4.92

ＰＨＣホールディングス従業員持株

会
東京都港区西新橋二丁目 38番５号 1,014 0.87

Michael Kloss Bettingen Switzerland 55 0.05

山根 健司 愛媛県西条市 40 0.03

高橋 治 神奈川県横浜市中区 30 0.03

大友 勝彦 大分県佐伯市 30 0.03

計 － 115,788 99.69
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 211,900 －

完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であります。な
お、単元株式数は100株で
あります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 116,150,300 1,161,503 同上

単元未満株式 普通株式 1,115 － －

発行済株式総数  116,363,315 － －

総株主の議決権  － 1,161,503 －

　（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式41株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

ＰＨＣホールディングス

株式会社

東京都港区西新橋二丁目38

番５号

普通株式

211,900
－ 211,900 0.18

計 － 211,900 － 211,900 0.18

（注）　上記自己株式には、単元未満株式41株が含まれておりません。

 

２【役員の状況】

 

　2021年９月７日提出の有価証券届出書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下、四半期連結財務諸表規則）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」（以

下、IAS第34号）に準拠して作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
(2021年３月31日)

 
当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物  60,762  59,601

営業債権  63,470  60,703

棚卸資産  38,829  42,321

その他の金融資産 ９ 3,208  3,363

その他の流動資産  5,165  6,200

小計  171,435  172,190

売却目的で保有する資産 ９ 930  －

流動資産合計  172,366  172,190

非流動資産     

有形固定資産  50,978  48,672

のれん 14 205,162  205,941

無形資産 14 109,048  102,499

持分法で会計処理されている投資  2,085  3,072

その他の金融資産 ９ 25,246  31,391

繰延税金資産  3,745  4,707

その他の非流動資産  713  728

非流動資産合計  396,980  397,013

資産合計  569,347  569,204
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    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度
(2021年３月31日)

 
当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務 ９ 69,268  62,432

借入金 10 321,486  20,798

未払法人所得税等  3,963  4,060

引当金  5,549  6,568

その他の金融負債 ９ 5,371  5,262

その他の流動負債  20,026  19,837

小計  425,665  118,959

売却目的で保有する資産に直接関連す

る負債
 230  －

流動負債合計  425,896  118,959

非流動負債     

営業債務及びその他の債務  1,532  2,374

借入金 10 67  289,047

退職給付に係る負債  10,281  9,826

引当金  3,045  2,910

その他の金融負債  12,066  11,054

繰延税金負債  6,957  9,583

その他の非流動負債  1,937  1,379

非流動負債合計  35,889  326,176

負債合計  461,786  445,136

資本     

資本金 36,409  36,409

資本剰余金 12 31,035  31,282

利益剰余金  35,158  50,550

自己株式 12 △1,624  △568

その他の資本の構成要素  6,040  5,833

親会社の所有者に帰属する持分合計  107,018  123,506

非支配持分  542  561

資本合計  107,561  124,067

負債及び資本合計  569,347  569,204
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円）

 注記
 前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

売上収益 ８ 137,710  166,051

売上原価  73,601  83,900

売上総利益  64,108  82,150

販売費及び一般管理費 11 62,370  70,574

その他の収益  5,120  2,174

その他の費用  266  135

持分法による投資損益（△は損失）  △57  △74

営業利益  6,533  13,541

金融収益  220  7,789

金融費用  4,127  1,182

税引前四半期利益  2,626  20,148

法人所得税費用  166  5,078

四半期利益  2,459  15,070

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  2,491  14,992

非支配持分  △31  78

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） ７ 21.96  129.06

希薄化後１株当たり四半期利益（円） ７ 21.31  125.01
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【第２四半期連結会計期間】

    （単位：百万円）

 注記
 前第２四半期連結会計期間
(自　2020年７月１日
　至　2020年９月30日)

 
 当第２四半期連結会計期間
(自　2021年７月１日
　至　2021年９月30日)

売上収益  75,097  85,142

売上原価  40,573  42,783

売上総利益  34,523  42,359

販売費及び一般管理費  31,384  36,055

その他の収益  4,737  1,772

その他の費用  51  112

持分法による投資損益（△は損失）  △44  △56

営業利益  7,780  7,906

金融収益  155  646

金融費用  2,731  2,516

税引前四半期利益  5,205  6,036

法人所得税費用  1,043  1,389

四半期利益  4,161  4,646

     

四半期利益の帰属     

親会社の所有者  4,157  4,607

非支配持分  4  38

     

１株当たり四半期利益     

基本的１株当たり四半期利益（円） ７ 36.65  39.67

希薄化後１株当たり四半期利益（円） ７ 35.58  38.42

 

EDINET提出書類

ＰＨＣホールディングス株式会社(E36976)

四半期報告書

20/40



【要約四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円）

 注記
 前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期利益  2,459  15,070

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項

目
    

確定給付制度の再測定  △1,003  388

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産の変動
 33  △10

純損益に振り替えられる可能性のある

項目
    

キャッシュ・フロー・ヘッジ  △104  56

在外営業活動体の換算差額  285  △381

持分法によるその他の包括利益  26  128

税引後その他の包括利益  △762  181

四半期包括利益  1,696  15,251

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  1,728  15,173

非支配持分  △31  78

四半期包括利益  1,696  15,251
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【第２四半期連結会計期間】

    （単位：百万円）

 注記
 前第２四半期連結会計期間
(自　2020年７月１日
　至　2020年９月30日)

 
 当第２四半期連結会計期間
(自　2021年７月１日
　至　2021年９月30日)

四半期利益  4,161  4,646

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項

目
    

確定給付制度の再測定  △1,000  215

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産の変動
 13  △16

純損益に振り替えられる可能性のある

項目
    

キャッシュ・フロー・ヘッジ  △49  54

在外営業活動体の換算差額  35  △1,235

持分法によるその他の包括利益  40  8

税引後その他の包括利益  △961  △975

四半期包括利益  3,200  3,671

     

四半期包括利益の帰属     

親会社の所有者  3,196  3,631

非支配持分  4  39

四半期包括利益  3,200  3,671
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

            （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金

 

資本剰余金

 

利益剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

     
確定給付
制度の再測定 

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資

産

 
キャッシュ・
フロー・ヘッ

ジ

2020年４月１日時点の残高  31,366  25,297  16,578  △1,275  －  715  8

四半期包括利益               
四半期利益  －  －  2,491  －  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  －  △1,003  33  △104

四半期包括利益合計  －  －  2,491  －  △1,003  33  △104

               
自己株式の取得  －  －  －  △146  －  －  －

自己株式の処分  －  △55  －  74  －  －  －

自己株式の消却  －  －  －  －  －  －  －

非支配持分に対する配当金  －  －  －  －  －  －  －

新株予約権の失効  －  △16  14  －  －  －  －

株式報酬取引  －  194  －  －  －  －  －

子会社の取得  －  －  －  －  －  －  －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 －  －  △558  －  939  △381  －

その他の増減  －  －  －  －  －  －  －

所有者との取引額合計  －  122  △544  △71  939  △381  －

2020年９月30日時点の残高  31,366  25,420  18,525  △1,346  △63  367  △96

 

          （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

合計

 その他の資本の構成要素  

合計

  

 
在外営業
活動体の
換算差額

 

持分法適用会
社におけるそ
の他の包括利
益に対する持

分

 合計    

2020年４月１日時点の残高  △2,385  △29  △1,691  70,275  20  70,296

四半期包括利益             
四半期利益  －  －  －  2,491  △31  2,459

その他の包括利益  285  26  △762  △762  △0  △762

四半期包括利益合計  285  26  △762  1,728  △31  1,696

             
自己株式の取得  －  －  －  △146  －  △146

自己株式の処分  －  －  －  18  －  18

自己株式の消却  －  －  －  －  －  －

非支配持分に対する配当金  －  －  －  －  －  －

新株予約権の失効  －  －  －  △2  －  △2

株式報酬取引  －  －  －  194  －  194

子会社の取得  －  －  －  －  437  437

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 －  －  558  －  －  －

その他の増減  －  －  －  －  0  0

所有者との取引額合計  －  －  558  65  437  503

2020年９月30日時点の残高  △2,100  △3  △1,895  72,069  426  72,496
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当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年９月30日）

            （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金

 

資本剰余金

 

利益剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

     
確定給付
制度の再測定 

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資

産

 
キャッシュ・
フロー・ヘッ

ジ

2021年４月１日時点の残高  36,409  31,035  35,158  △1,624  －  400  △32

四半期包括利益               
四半期利益  －  －  14,992  －  －  －  －

その他の包括利益  －  －  －  －  388  △10  56

四半期包括利益合計  －  －  14,992  －  388  △10  56

               
自己株式の取得  －  －  －  △359  －  －  －

自己株式の処分  －  △128  －  164  －  －  －

自己株式の消却 12 －  △1,250  －  1,250  －  －  －

非支配持分に対する配当金  －  －  －  －  －  －  －

新株予約権の失効  －  △13  11  －  －  －  －

株式報酬取引  －  1,639  －  －  －  －  －

子会社の取得  －  －  －  －  －  －  －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 －  －  388  －  △388  －  －

その他の増減  －  －  △0  －  －  －  －

所有者との取引額合計  －  246  399  1,055  △388  －  －

2021年９月30日時点の残高  36,409  31,282  50,550  △568  －  390  23

 

          （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

合計

 その他の資本の構成要素  

合計

  

 
在外営業
活動体の
換算差額

 

持分法適用会
社におけるそ
の他の包括利
益に対する持

分

 合計    

2021年４月１日時点の残高  5,680  △8  6,040  107,018  542  107,561

四半期包括利益             
四半期利益  －  －  －  14,992  78  15,070

その他の包括利益  △381  128  181  181  0  181

四半期包括利益合計  △381  128  181  15,173  78  15,251

             
自己株式の取得  －  －  －  △359  －  △359

自己株式の処分  －  －  －  36  －  36

自己株式の消却  －  －  －  －  －  －

非支配持分に対する配当金  －  －  －  －  △61  △61

新株予約権の失効  －  －  －  △2  －  △2

株式報酬取引  －  －  －  1,639  －  1,639

子会社の取得  －  －  －  －  －  －

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替
 －  －  △388  －  －  －

その他の増減  －  －  －  △0  2  2

所有者との取引額合計  －  －  △388  1,313  △59  1,254

2021年９月30日時点の残高  5,298  120  5,833  123,506  561  124,067
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円）

 注記
 前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

 
 当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前四半期利益  2,626  20,148

減価償却費  15,030  15,656

減損損失（又は戻入れ）  1,615  △83

純損益を通じて公正価値で測定する金融

資産の評価損益（△は益）
 －  △7,759

持分法による投資損益（△は益）  57  74

退職給付に係る負債の増減額（△は減

少）
 42  △2

支払利息  3,474  1,073

固定資産売却損益（△は益）  △195  △13

営業債権の増減額（△は増加）  3,480  2,972

棚卸資産の増減額（△は増加）  △3,159  △3,384

営業債務の増減額（△は減少）  △3,710  △3,432

その他  △3,066  455

小計  16,195  25,706

利息及び配当金の受取額  245  329

利息の支払額  △2,218  △1,676

法人所得税の支払額  △1,724  △4,115

法人所得税の還付額  96  11

営業活動によるキャッシュ・フロー  12,594  20,254

投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産及び無形資産の取得による

支出
 △6,204  △6,685

有形固定資産及び無形資産の売却による

収入
 546  54

投資の取得による支出  －  △755

投資の売却及び償還による収入  －  2,008

事業譲受による支出  －  △330

事業譲渡による収入  －  700

事業の取得対価の精算による収入  748  －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取

得による支出
 △999  －

持分法で会計処理されている投資の取得

による支出
 －  △985

貸付けによる支出  △3,710  △601

その他  235  △226

投資活動によるキャッシュ・フロー  △9,384  △6,821

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  △326  △444

長期借入による収入  －  311,348

長期借入金の返済による支出  △12,868  △322,683

リース負債の返済による支出  △2,702  △2,614

自己株式の取得による支出  △146  △359

自己株式の売却による収入  18  36

その他  7  △41

財務活動によるキャッシュ・フロー  △16,016  △14,759

現金及び現金同等物の為替変動による影響  1,837  165

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △10,969  △1,160
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現金及び現金同等物の期首残高  45,379  60,762

現金及び現金同等物の四半期末残高  34,410  59,601
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【要約四半期連結財務諸表注記】

 

１．報告企業

　ＰＨＣホールディングス株式会社（以下、当社）は日本に所在する企業であります。当社及び子会社（以下、

当社グループ）並びに当社グループの関連会社及び共同支配企業は、主に医療機器関連の製品の製造、販売及び

サービスの提供を主な事業としており、事業内容及び主要な活動は、事業セグメント（注記５）に記載しており

ます。

　なお、当社グループの2021年９月30日に終了する第２四半期の要約四半期連結財務諸表は、2021年11月12日に

おいて取締役会により承認されております。

 

２．作成の基礎

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２の「指定国際会計基準特定会

社」の要件を満たすことから、四半期連結財務諸表規則第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成してお

ります。

　要約四半期連結財務諸表はIAS第34号に準拠して作成しており、年度の連結財務諸表で要求される全ての情報

を含んでおりません。要約四半期連結財務諸表は、2021年３月31日に終了した前年度の連結財務諸表と併せて利

用されるべきものです。

 

３．重要な会計方針

　要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適

用した会計方針と同一であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を基に算定しております。

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　当社グループの要約四半期連結財務諸表は、収益及び費用、資産及び負債の測定並びに四半期決算日現在の偶

発事象の開示等に関する経営者の見積り及び仮定を含んでおります。これらの見積り及び仮定は過去の実績及び

四半期決算日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づいておりま

す。しかし、その性質上、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果となる可能性があります。

　見積り及びその仮定は経営者により継続して見直されております。これらの見積り及び仮定の見直しによる影

響は、その見積り及び仮定を見直した期間及びそれ以降の期間において認識しております。当社グループの要約

四半期連結財務諸表で認識する金額に重要な影響を与える見積り及び仮定は、新型コロナウイルス感染症の影響

も含め、原則として前連結会計年度に係る連結財務諸表と同様です。
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５．事業セグメント

(1）報告セグメント

　各報告セグメントの主な事業内容は以下のとおりであります。

報告セグメント 主な事業内容

糖尿病マネジメント
血糖自己測定システム及びPOCT（Point of Care Testing）製品等の体外診断

機器並びに電気式医薬品注入器（インジェクタ）の開発、製造及び販売

ヘルスケアソリューション
レセプトコンピュータ・電子カルテ等医療ＩＴ製品の開発販売や臨床検査事

業の展開

診断・ライフサイエンス 研究・医療支援機器、病理診断機器の開発製造販売
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(2）セグメント収益及び業績

セグメントの利益は従来セグメント利益と表示し、営業利益の数値を表示しておりましたが、より分かりやす

い表示をすることを目的に営業利益との表示に変更し、従来同様営業利益の数値を表示するよう変更を行って

おります。

 

　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

     （単位：百万円）

 
糖尿病マネジ
メント

ヘルスケア
ソリュー
ション

診断・ライフ
サイエンス

計
その他及び
調整・消去

連結

売上収益       

外部顧客への

売上収益
52,111 51,843 33,207 137,163 546 137,710

セグメント間の

売上収益
－ － － － － －

 計 52,111 51,843 33,207 137,163 546 137,710

営業利益（△は損失） 13,078 △629 △133 12,315 △5,781 6,533

金融収益      220

金融費用      △4,127

税引前四半期利益      2,626

その他項目       

減価償却費及び償却費 6,782 5,022 2,854 14,659 370 15,030

減損損失（△は戻入

れ）
1,615 － － 1,615 － 1,615

　（注）１．「その他及び調整・消去」における「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであ

り、「調整・消去」には、主にセグメント間取引消去、各報告セグメントに配分していない全社費用が含ま

れております。

 

　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

     （単位：百万円）

 
糖尿病マネジ
メント

ヘルスケア
ソリュー
ション

診断・ライフ
サイエンス

計
その他及び
調整・消去

連結

売上収益       

外部顧客への

売上収益
53,734 66,869 44,037 164,641 1,409 166,051

セグメント間の

売上収益
－ － － － － －

 計 53,734 66,869 44,037 164,641 1,409 166,051

営業利益（△は損失） 10,494 8,825 3,004 22,324 △8,783 13,541

金融収益      7,789

金融費用      △1,182

税引前四半期利益      20,148

その他項目       

減価償却費及び償却費 6,797 5,215 3,327 15,340 316 15,656

減損損失（△は戻入

れ）
6 － △90 △83 － △83

　（注）１．「その他及び調整・消去」における「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであ

り、「調整・消去」には、主にセグメント間取引消去、各報告セグメントに配分していない全社費用が含ま

れております。
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６．配当金

　該当事項はありません。

 

７．１株当たり利益

　基本的１株当たり四半期利益及び希薄化後１株当たり四半期利益は以下のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
　　至　2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
　　至　2021年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 2,491 14,992

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後の親会社の所有者に帰属する四半期利益

（百万円）
2,491 14,992

期中平均普通株式数（千株） 113,448 116,163

希薄化効果を有する潜在的普通株式の影響   

新株予約権（千株） 3,424 3,763

希薄化後の期中平均普通株式数（千株） 116,872 119,926

基本的１株当たり四半期利益（円） 21.96 129.06

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 21.31 125.01

 

 
 

 
　前第２四半期連結会計期間
（自　2020年７月１日
　　至　2020年９月30日）

　当第２四半期連結会計期間
（自　2021年７月１日
　　至　2021年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 4,157 4,607

四半期利益調整額（百万円） － －

希薄化後の親会社の所有者に帰属する四半期利益

（百万円）
4,157 4,607

期中平均普通株式数（千株） 113,441 116,154

希薄化効果を有する潜在的普通株式の影響   

新株予約権（千株） 3,424 3,763

希薄化後の期中平均普通株式数（千株） 116,865 119,917

基本的１株当たり四半期利益（円） 36.65 39.67

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 35.58 38.42
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８．売上収益

収益の分解

　主たる地域による収益分解と報告セグメントとの関連は以下のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

    （単位：百万円）

 
糖尿病マネジメ

ント
ヘルスケア
ソリューション

診断・ライフサ
イエンス

その他 合計

地域別      

日本 3,917 49,338 5,506 127 58,889

欧州 25,538 1,405 7,358 － 34,302

北米 16,735 66 14,677 － 31,480

その他 5,920 1,032 5,665 419 13,038

 合計 52,111 51,843 33,207 546 137,710

 

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

    （単位：百万円）

 
糖尿病マネジメ

ント
ヘルスケア
ソリューション

診断・ライフサ
イエンス

その他 合計

地域別      

日本 3,475 63,123 6,842 117 73,559

欧州 27,997 2,185 10,304 － 40,488

北米 14,334 117 19,101 － 33,553

その他 7,927 1,442 7,788 1,291 18,449

 合計 53,734 66,869 44,037 1,409 166,051
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９．金融商品の公正価値

(1）公正価値と帳簿価額の比較

　当社グループは、現金及び現金同等物、営業債権、その他の金融資産、営業債務及びその他の債務、借入

金、その他の金融負債の金融商品を保有しております。これらの帳簿価額は公正価値と一致又は近似しており

ます。

 

(2）公正価値の階層（公正価値ヒエラルキー）

　公正価値で計上される金融商品を評価方法ごとに分析した表は、以下のとおりであります。

　それぞれのレベルは、以下のように定義付けられております。

レベル１：活発な市場における同一資産・負債の市場価格（調整前の価格）

レベル２：レベル１に含まれる市場価格以外の、資産・負債について直接的（すなわち価格として）又は間

接的（すなわち価格に起因して）に観察可能なインプット

レベル３：観察可能な市場データに基づかない資産・負債についてのインプット（観察不能なインプット）

 

前連結会計年度（2021年３月31日）

   （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

株式 － － 705 705

貸付金 － 19,806 － 19,806

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金

融資産
    

株式 467 － 843 1,310

金融負債     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

デリバティブ － 111 － 111

条件付対価 － － 519 519

 

当第２四半期連結会計期間（2021年９月30日）

   （単位：百万円）

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産     

純損益を通じて公正価値で測定する金融資産     

貸付金 － 25,307 599 25,906

デリバティブ － 21 － 21

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金

融資産
    

株式 425 － 1,606 2,032

金融負債     

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債     

条件付対価 － － 421 421

　レベル間の重要な振替が行われた金融商品の有無は毎四半期末日に判断しております。前連結会計年度及び

当第２四半期連結会計期間において、レベル間の重要な振替が行われた金融商品はありません。

 

　公正価値ヒエラルキーのレベル３に分類される金融商品の公正価値測定の期首残高と期末残高の調整表は、

以下のとおりであります。
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前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

   （単位：百万円）

 
純損益を通じて公正価値
で測定する金融資産

その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する

金融資産

純損益を通じて公正価値
で測定する金融負債

期首残高 544 1,403 －

取得 3,710 － －

利得及び損失    

純損益（注）１ △60 － －

その他の包括利益（注）２ － △78 －

売却・決済 △537 － －

支配獲得による振替 － △460 －

その他 7 － －

期末残高 3,664 864 －

（注）１．純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するものであり、要約四半期連結損益計算書上、「金融収

益」又は「金融費用」に含まれております。

２．その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するものであり、要約四半期連結包括利益計算

書上、「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の変動」に含まれております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

   （単位：百万円）

 
純損益を通じて公正価値
で測定する金融資産

その他の包括利益を通じ
て公正価値で測定する

金融資産

純損益を通じて公正価値
で測定する金融負債

期首残高 705 843 519

取得 600 755 －

利得及び損失    

純損益（注）１ 1,301 － 1

その他の包括利益（注）２ － 7 －

売却・決済 △2,008 － △98

その他 － － －

期末残高 599 1,606 421

（注）１．純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するものであり、要約四半期連結損益計算書上、「金融収

益」又は「金融費用」に含まれております。

２．その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に関するものであり、要約四半期連結包括利益計算

書上、「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産の変動」に含まれております。
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10．借入金

    （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期
連結会計期間
(2021年９月30日)

利率
(％)
（注）

返済期限

短期借入金 886 431 0.80 －

１年内返済予定の長期借入金 320,600 20,367 1.06 2022年６月30日

長期借入金 67 289,047 1.05 2026年６月30日

合計 321,553 309,846 － －

流動 321,486 20,798 － －

非流動 67 289,047 － －

　（注）　利率については、当第２四半期連結会計期間に対する加重平均利率を記載しております。

 

　当社は、長期借入金の借換（リファイナンス）を目的として、2021年５月31日付で国内金融機関４社との間で

金銭消費貸借契約を締結しました。2021年６月30日に借入、同日付で従前のファシリティ契約の借入を全額期限

前返済しております。

①　契約の相手先

　株式会社三井住友銀行、株式会社三菱ＵＦＪ銀行、株式会社みずほ銀行、三井住友信託銀行株式会社

②　借入金総額

　192,000百万円

　500百万米ドル

　500百万ユーロ

③　借入実行日・従前の長期借入金返済日

　2021年６月30日

④　返済期限

　2026年６月30日

⑤　金利

　基準金利プラススプレッド

⑥　担保

・無担保・無保証

⑦　その他義務（主なもの）

・各事業年度の末日における連結資本の金額は契約に定める一定金額を下回らないこと

・連続する２会計年度において、マイナスの連結営業利益を計上しないこと

・長期債務格付を取得した場合、契約に定める一定以上を維持すること

 

11．販売費及び一般管理費

　当第２四半期連結累計期間において、販売費及び一般管理費には、糖尿病マネジメントセグメントにおけるリ

ストラクチャリング費用2,924百万円が含まれております。

　これは主に糖尿病マネジメントセグメントにおける当社の連結子会社であるAscensia Diabetes Care

Holdings AGが、血糖値測定（BGM）システム事業の競争力改善のため、同社及び傘下の子会社において着手して

いることによるものです。

 

当第２四半期連結累計期間において、販売費及び一般管理費には、Kohlberg Kravis Roberts & Co L.P.（そ

の他の関連当事者）、三井物産株式会社（その他の関係会社）、及び生命科学インスティテュート（その他の関

連当事者）によるコンサルティング契約を、契約の定めに基づき2021年９月７日付で終了したことに伴う契約解

除料1,482百万円が含まれております。なお、当第２四半期連結累計期間における当該費用に係る未払金の残高

はありません。
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12. 払込資本及びその他の資本

授権株式数及び発行済株式数の増減は、以下のとおりであります。

 

     （単位：千株）

 授権株式数 発行済株式数

普通株式 甲種種類

株式

合計 普通株式 甲種種類

株式

合計

前連結会計年度（2021年

３月31日）

400,000 10,000 410,000 114,831 2,119 116,950

期中増減 60,000 △10,000 50,000 1,532 △2,119 △586

当第２四半期連結累計期

間 (2021年９月30日)
460,000 － 460,000 116,363 － 116,363

（注）当社は、2021年７月27日開催の取締役会において、以下の２点を2021年９月７日付で実施することを決議し、

     実行しました。

① 甲種種類株式につき定款に定める取得条項に基づき自己株式として取得し、対価として甲種種類株式１株につ

き普通株式１株を交付すること

② 当社が取得した甲種種類株式を自己株式として既に保有している甲種種類株式と合わせ、会社法第178条に基づ

きすべて消却すること

甲種種類株式の普通株式への交換の状況は以下のとおりです。

（ⅰ）取得及び消却する株式数

甲種種類株式 取得 1,532,231株、消却 2,119,141株

     （ⅱ）交換により交付する普通株式数 1,532,231株
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13．後発事象

     公募による新株式の発行

 当社は、2021年10月14日付で東京証券取引所第一部へ上場いたしました。2021年９月７日開催及び2021年９月28

日開催の取締役会において、下記の通り公募による新株式の発行を決議し、2021年10月13日に払込が完了いたしま

した。概要は次のとおりであります。

 

（１）募集方法 国内および海外（ただし、米国においては1933年米国証券法に基づく

ルール144Aに従った適格機関投資家に対する販売のみとする。）におけ

る同時募集

（２）募集株式の種類及び数 普通株式6,611,700株

（３）発行価格 １株につき3,250円

（４）引受価額 １株につき3,120円

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となりま

す。

（５）資本組入額 １株につき1,560円

（６）発行価格の総額 21,488百万円

（７）資本組入額の総額 増加した資本金の額10,314百万円

増加した資本準備金の額10,314百万円

なお、増加した資本準備金の額は、資本として認識される取引コストを

反映する前の金額であります。

（８）引受価額の総額 20,628百万円

（９）払込期日 2021年10月13日

（10）資金の使途 以下の内容で充当する予定であります。

①設備投資資金

②長期借入金の返済

 

14. その他

　前年度に取得したFa-Tech Diagnostics Europe BVおよびFa-Tech Diagnostics Italia S.R.L.について、取得日

において取得原価配分手続が完了しておらず、暫定的な評価に基づいて会計処理しておりました。当第２四半期連結

会計期間において取得原価を調整し、評価を確定させております。この確定した評価に基づいて、のれん及び無形資

産等について取得日時点で認識した暫定的な金額を遡及修正しております。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年11月12日

ＰＨＣホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 梅谷　哲史

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 西垣内　琢也

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＰＨＣホール

ディングス株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１

日から2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る要約四半期

連結財務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算

書、要約四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、ＰＨＣホール

ディングス株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及

び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を

入手したと判断している。

要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するこ

とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー手

続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸表の

表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財務諸表の注記事項

に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約四半

期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどう

かを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事実を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が保管しています。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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